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１．重要な会計方針

（1）　平成19年度から公益法人会計基準（平成16年10月14日、公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券・・・公正な取引に基づく取引価格主義を採用している。

（３）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価格を直接減額している。

（４）　引当金の計上基準

退職給付引当金・・・期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

（５）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

合　　　計 585,107,468 (20,802,571) (564,304,897) (464,304,897)

小　　　計 564,304,897 (0) (564,304,897) (464,304,897)

公益法人改革準備積立資産 34,750,000 (34,750,000) (34,750,000)

特定資産 100,000,000 (100,000,000)

退職給付引当資産 103,221,965 (103,221,965) (103,221,965)

周年記念事業積立資産 326,332,932 (326,332,932) (326,332,932)

小　　　計 20,802,571 (20,802,571)

特定資産

定期預金 802,571 (802,571)

基本財産

北海道公債 20,000,000 (20,000,000)

合　　　計 548,753,411 45,031,125 8,677,068 585,107,468

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

小　　　計 527,950,840 45,031,125 8,677,068 564,304,897

公益法人改革準備積立資産 34,750,000 0 0 34,750,000

特定資産 100,000,000 0 0 100,000,000

退職給付引当資産 93,190,840 10,031,125 0 103,221,965

周年記念事業積立資産 300,010,000 35,000,000 8,677,068 326,332,932

小　　　計 20,802,571 0 0 20,802,571

特定資産

定期預金 802,571 0 0 802,571

基本財産

北海道公債 20,000,000 0 0 20,000,000

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



４．担保に供している資産

な し

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

な し

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

な し

全国市有物件災害共済会助成金 全国市有物件災害共済会

合　　　　計 0 294,469,387 294,469,387 0

助成金

10,000,000 10,000,000

日本宝くじ協会補助金 日本宝くじ協会

日本消防検定協会受託金 日本消防検定協会 24,000,000 24,000,000

JKA補助金 JKA 3,526,887 3,526,887

119,983,500 119,983,500

補助金等の名称 交付者

未収金

全国市町村振興協会補助金 全国市町村振興協会 136,959,000 136,959,000

補助金

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　　　計 221,405,865 212,004,359 9,401,506

貸借対照表上
の記載区分

ソフトウェア 356,580 184,232 172,348

構築物 196,262,450 190,597,795 5,664,655

什器備品 24,786,835 21,222,332 3,564,503

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高



















１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から、公益法人会計（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採っている。

（３）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価格を直接減額している。

（4）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

4．担保に供している資産

なし。

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

土　　　地 13,340,300 0 0 13,340,300

合　　　計 13,340,300 0 0 13,340,300

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

基本財産

土　　　地 13,340,300 (13,340,300) ― ―

合　　　計 13,340,300 (13,340,300) (0) (13,340,300)



5．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

6．保証債務等の偶発債務

なし。

7．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

なし。

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　物 155,802,888 65,107,678 90,695,210

構 築 物 3,165,476 3,165,475 1

什器備品 23,418,702 22,349,863 1,068,839

付属設備 113,990,771 84,715,982 29,274,789

合　　　　　計 296,377,837 175,338,998 121,038,839























１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から、公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採っている。

（３）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価格を直接減額している。

（４）　引当金の計上基準

設備等改修費積立金・・・日本消防会館の設備及び建物の修繕経費として積み立てた。

（５）　リース取引の処理方法

リース料総額が、３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

リース料総額が、３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

（６）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

預り敷金積立資産 159,102,750 9,724,000 12,704,600 156,122,150

設備等改修費積立資産 193,000,000 10,000,000 0 203,000,000

合　　　計 352,102,750 19,724,000 12,704,600 359,122,150

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

特定資産

預り敷金積立資産 156,122,150 ― (156,122,150) (156,122,150)

設備等改修費積立資産 203,000,000 ― (203,000,000) (203,000,000)

合　　　計 359,122,150 (0) 359,122,150 359,122,150



４．担保に供している資産

なし。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

什器備品

６．保証債務等の偶発債務

なし。

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　物 1,895,106,612 791,742,367 1,103,364,245

構 築 物 40,485,524 40,485,522 2

126,417,598 123,114,894 3,302,704

付属設備 1,259,960,186 1,021,454,642 238,505,544

舞台機構 65,750,000 65,749,999 1

駐車場設備 32,404,000 32,403,999 1

照明設備 81,182,858 74,974,422 6,208,436

音響設備 159,634,500 153,417,622 6,216,878

リース資産（照明調光装置等） 63,852,440 38,261,394 25,591,046

合　　　　　計 3,724,793,718 2,341,604,861 1,383,188,857



















１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から、公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採っている。

（３）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

原価法によっている。

（４）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価格を直接減額している。

（5）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

出版物事業推進積立資産 28,000,000 0 0 28,000,000

特別事業積立資産 39,000,000 0 0 39,000,000

合　　　計 67,000,000 0 0 67,000,000

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

特定資産

出版物事業推進積立資産 28,000,000 ― (28,000,000) ―

特別事業積立資産 39,000,000 ― (39,000,000) ―

合　　　計 67,000,000 (0) (67,000,000) (0)



４．担保に供している資産

なし。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

なし。

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 190,000 180,500 9,500

合　　　　　計 190,000 180,500 9,500



















１．重要な会計方針

（1） 平成19年度から公益法人会計基準（平成16年10月14日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（2）　有価証券の評価基準及び評価方法

（3）　固定資産の減価償却の方法

（4）　引当金の計上

 支払準備金・・・・・・

　

（5）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

合　　　計 2,979,800,000 (0) (2,979,800,000) (2,970,300,000)

 なし

特定資産 9,500,000 (0) (9,500,000) (0)

大規模災害支援積立資産 80,000,000 (0) (80,000,000) (80,000,000)

消防団員等福祉増進事業積立資産 600,000,000 (0) (600,000,000) (600,000,000)

特定資産

支払準備金引当資産 2,290,300,000 (0) (2,290,300,000) (2,290,300,000)

合　　　計 4,364,300,000 280,000,000 1,664,500,000 2,979,800,000

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産 9,500,000 0 0 9,500,000

大規模災害支援積立資産 80,000,000 0 0 80,000,000

消防団員等福祉増進事業積立資産 600,000,000 0 0 600,000,000

特定資産

支払準備金引当資産 3,674,800,000 280,000,000 1,664,500,000 2,290,300,000

　名分の支払に充てた。 　　　　　　　

　　　なお、今後の大きな災害の発生に備えて、東日本大震災以外の経費の収支差　　　　　　　　　　　　

　額 280,000千円を支払準備金に積み戻すこととした。　　　　　

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

 公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

 定額法により固定資産の帳簿価額を直接減額している。

 今年度は平成23年3月11日に発生した東日本大震災により198名の加入者が

  殉職したことから、弔慰金等の支払のため23年度事業の一部縮小により財源を捻出　　　　　　

  し、不足する1,664,500千円は支払準備金を取り崩すことで今年度請求のあった173　　　　　　　　　　　　



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

合　　　　　計 10,007,851 2,645,756 7,362,095

 なし

 なし

電話加入権 223,800 223,800

敷金 182,000 182,000

什器備品 2,288,276 771,404 1,516,872

ソフトウェア 566,475 84,971 481,504

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

構築物 6,747,300 1,789,381 4,957,919







予算額 補正額 補正後予算額 備　考

Ⅰ　事業活動収支の部

２．事業活動支出

① 事業費支出 2,265,928 2,836,900 5,102,828

1 支払共済金支出 1,715,551 3,080,000 4,795,551

　　弔慰金 230,000 2,750,000 2,980,000

    入院見舞金 384,801 9,000 393,801

　　援護金 919,750 321,000 1,240,750

2 福祉増進事業費支出 415,377 △ 166,500 248,877

　　健康増進事業費 157,477 △ 100,000 57,477

　　加入促進事業費 222,500 △ 66,500 156,000

5 振興費支出 120,300 △ 76,600 43,700

　　振興費 120,300 △ 76,600 43,700

④ 返戻金支出 171,100 △ 171,100 0

　返戻金 171,100 △ 171,100 0

事業活動支出計 2,909,777 2,665,800 5,575,577

事業活動収支差額 △ 245,675 △ 2,665,800 △ 2,911,475

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

① 特定預金取崩収入 259,275 2,665,800 2,925,075

　特定資産取崩収入 259,275 2,665,800 2,925,075

　　支払準備金引当資産取崩収入 0 2,665,800 2,665,800

投資活動収入計 259,275 2,665,800 2,925,075

投資活動収支差額 247,675 2,665,800 2,913,475

福祉共済事業特別会計収支補正予算書

平成23年4月1日から平成24年3月31日まで
(単位：千円)

科　　　　　目















１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省

 庁連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

 

（３）　固定資産の減価償却の方法

 

（４）　引当金の計上基準

しくは年金開始日から３年以上経過して給付金請求のない者（以下「長期未請求者」

という。）の給付金相当額を計上している。（長期未請求者から給付金請求書類を受

　 理したときは、この引当金から支払うこととしている。）

（５）　消費税等の会計処理

 税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

なし

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

なし

財務諸表に対する注記

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

なし

 　長期末請求金・・・・・互助年金を脱退した加入者及び年金受給権を取得した加入者のうち、脱退の日若

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

長期未請求金引当資産 66,093,500 0 614,080 65,479,420

特定資産 35,900,000 0 4,000,000 31,900,000

合　　　計 101,993,500 0 4,614,080 97,379,420

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対応
する額）

特定資産

長期未請求金引当資産 65,479,420 (0) (65,479,420) (65,479,420)

特定資産 31,900,000 (0) (31,900,000) (0)

合　　　計 97,379,420 (0) (97,379,420) (65,479,420)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　什器備品 452,971 161,821 291,150

















１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省

 庁連絡会議申合せ）を採用している。

（2）　有価証券の評価基準及び評価方法

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

（3）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価額を直接減額している。

（４）　引当金の計上基準

補償支払準備金・・・・・ 防火防災訓練を円滑に行い、災害時における事故防止等の実行をあげるため、

  収支差額が生じた場合は、当該額の範囲内において計上することとしている。

　 補償拡大準備積立金・・・・・特定の目的の支出に充てるため留保資金として計上している。

（５）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

なし

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

なし

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

補償支払準備金引当資産 493,000,000 0 0 493,000,000

補償拡大準備積立資産 181,000,000 0 0 181,000,000

特定資産 78,000,000 0 2,000,000 76,000,000

合　　　計 752,000,000 0 2,000,000 750,000,000

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

特定資産

補償支払準備金引当資産 493,000,000 (0) (493,000,000) (493,000,000)

補償拡大準備積立資産 181,000,000 (0) (181,000,000) (181,000,000)

特定資産 76,000,000 (0) (76,000,000) (0)

合　　　計 750,000,000 (0) (750,000,000) (674,000,000)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　什器備品 3,407,314 2,785,936 621,378



















１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省

 庁連絡会議申合せ）を採用している。

（２）　有価証券の評価基準及び評価方法

 

（３）　固定資産の減価償却の方法

 

（４）　引当金の計上基準

 支払準備金・・・・・・婦人消防隊員等福祉共済事業の円滑な運営を図るため、収支差額が生じた場合

　当該額の範囲内において計上することとしている。

（５）　消費税等の会計処理

 税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

なし

６．保証債務等の偶発債務

なし

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

なし

当期増加額 当期減少額 当期末残高

支払準備金引当資産 52,000,000 0 0 52,000,000

財務諸表に対する注記

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

なし

科　　　目 前期末残高

特定資産

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

特定資産 20,500,000 0 15,000,000 5,500,000

支払準備金引当資産 52,000,000 (0) (52,000,000) (52,000,000)

合　　　計 72,500,000 0 15,000,000 57,500,000

特定資産

合　　　計 57,500,000 (0) (57,500,000) (52,000,000)

特定資産 5,500,000 (0) (5,500,000) (0)
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